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１ 北朝鮮の核・ミサイル開発と日本の対応

（１）核開発

①プルトニウムの保有量（＝核爆弾を製造する最も基本的な要件）

・科学・国際安全保障研究所（ISIS）―北朝鮮は核兵器 12～20 個分のプルトニウムを保
有

②爆弾製造能力

2006年 10月、第 1回核実験（4ktと予告、実際は 1kt以下→限定的成功）
2009年 5月、第 2回核実験（2～3kt程度の爆発→成功）
2013年 2月、第 3回核実験（6～7kt程度の爆発。北朝鮮は「より強力な原爆」と主張）
2016年 1月、第 4回核実験（3回目と同様の爆発。北朝鮮は水爆と主張）
2016年 9月、第 5回核実験（11～12kt程度の爆発。広島の原爆は 15kt）
→10年にわたる能力向上の努力で着実に爆発力を強化

③弾頭小型化（＝ミサイルに搭載して、実際に目標まで運搬する能力。これがあって、は

じめて核戦力として意味のあるものに）

・第 3 回核実験後、米国防情報局（DIA）のアセスメント「中程度の確度で北朝鮮は弾道
ミサイルで運搬することのできる核兵器を保有している。但し、信頼性は低い。」

・第 5 回実験後、北朝鮮は「戦略弾道ロケットに装着できるように標準化、規格化された
核弾頭」「小型化、軽量化、多種化され、より打撃力が高い各種の核弾頭を必要なだけ生

産できるようになった」と発表

＊判断―北朝鮮はすでに核兵器を保有している。ミサイルに搭載できる可能性も高まった。
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（２）ミサイル開発

◆対日ミサイルであるノドンの性能

・射程は約 1,300キロメートル。日本までの飛翔時間は 10分程度
・1997～98年頃から配備開始。200発以上のミサイルと約 50両の移動式発射台を保有

＊判断―北朝鮮はすでに日本をミサイルで攻撃する能力をもっている。

＊総合判断―北朝鮮は日本を核攻撃する能力をもっている可能性がかなり高い。

（３）日本の対応

①弾道ミサイル防衛（BMD）システムの導入
a) 海上配備型上層システム＝SM-3 Block IAミサイル（大気圏外で迎撃）。1発 20億円
→今後、能力向上型の SM-3 Block IIAを導入予定
 b) 地上配備型下層システム＝ペトリオット PAC-3ミサイル（大気圏内で迎撃。広い範囲
の防御はできず、拠点防御のみ）

→今後、長射程型の PAC-3 MSEを導入予定
＊SM-3の方が広範囲を防衛できるので、PAC-3よりも重要
・これまでの総予算＝1兆円程度

②国民保護（civil protection）＝市民防衛措置
・2004年、国民保護法成立
→緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）や全国瞬時警報システム（J-Alert）を導入。
弾道ミサイル発射時には携帯電話等にエリアメールを送信

③米国の核の傘の信頼性向上

・2009年、オバマの「核なき世界」。日本政府、米側に拡大抑止力の維持・強化を要請
→2010年に日米間の拡大抑止に関する協議を定例化

④敵基地攻撃能力保有の検討

・北朝鮮がグアムや米国本土を攻撃する能力を開発

→米国や韓国は対日ミサイルのノドンを優先的に攻撃してくれないかも。韓国はスカッド

優先、米国はムスダンや KN-08優先
・攻撃作戦は大変な作業→日本のただ乗りが許されるか？（トランプ現象）

・ミサイルを破壊するための作戦は、ミサイル防衛にも寄与

・日本は F-35ステルス戦闘機を導入の予定
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２ 中国の台頭と日本の対応

（１）2つの目標
①中国の台頭に対し、地域におけるバランス・オブ・パワーを維持する。（SIPRIデータ）
→ひいては、中国国内の強硬派を牽制し、協調派の発言力が高まるようにする。

②尖閣諸島などにおける中国の危険行動に対応。偶発的な衝突を防止し、それでも発生し

た場合はエスカレーションを防止し、被害を最小化する。

（２）3つの防衛戦略
①防衛力の効率的運用（→財政難の中での防衛能力強化）

a) 国家安全保障会議（NSC）の創設
  b) 武器輸出三原則の緩和（＝武器輸出が可能に＋国際共同開発・調達が可能に）
  c) 集団的自衛権の行使
  d) 「開発協力大綱」の改訂
・危機管理メカニズムの構築も推進

②日米同盟の強化

・日米間の役割分担の決定。東シナ海（尖閣諸島）は日本が主、米国が副。南シナ海は東

南アジア諸国を支援しつつ、米国が主、日本が副

③地域におけるパートナーシップの拡大（韓国、オーストラリア、東南アジア諸国、イン

ド）

・韓国、オーストラリア、インドには戦略的役割を期待。東南アジア諸国はキャパシティ・

ビルディングの対象

３ トランプ政権と日米関係

（１）懸念材料

・トランプ政権が日本に一層の防衛努力を求めてくる可能性

 在日米軍駐留経費負担＝接受国支援（思いやり予算）は日本が 20億ドルで、ドイツの 9
億ドルや韓国の 8億ドルよりも遙かに多い。マティスは「モデル」と評価
 しかし、防衛費の GDP比は日本 1.0%、ドイツ 1.2％、韓国 2.6%と逆転
→世界平和研究所レポートは GDP比 1.2%への増額を提唱
・トランプ政権の登場で、東シナ海、南シナ海、台湾などをめぐって米中間の衝突が発生

するリスクは高まる？
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東・南シナ海―尖閣防衛への米国のコミットメントは確認。南シナ海で米国はどう出てく

るか？

→日米関係や米比関係が悪化したり、トランプ政権が弱体化したりする場合、中国がそれ

につけ込むインセンティブが高まる。

台湾―トランプ大統領が台湾を交渉手段として中国に圧力。中国は強硬に対応する可能性

→「偉大なアメリカ」を売りにするトランプ氏と「中華民族の偉大なる復興」を掲げる習

近平氏は、いずれも危機時に譲歩できない。

・トランプ大統領が国内での支持低下を外国への攻撃的政策でカバーしようとする可能性

（２）肯定材料

・安全保障政策スタッフは常識的で同盟重視派

 例：マティス国防長官

・計算された「マッドマン・タクティクス」？

・日本にとっては、「地域のリーダー」としての信頼を勝ち取るチャンスにも

（以上）
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Imagery of Explosion Site

M 4.7 North Korea Nuclear Test          

25 May 2009 00:54:43
41.29147°N, 129.08044°E
Depth 0 km
Mb = 4.7 (USGS)

M 4.3 North Korea Nuclear Test           

9 October 2006 01:35:28
41.28483°N, 129.10992°E
Depth 0 km
Mb = 4.3 (USGS)

Explanation

_̂ Explosion

!( Nuclear Tests

M5.1 North Korea Nuclear Test        

12 February 2013 02:57:51
41.2877°N, 129.07558°E
Depth 0 km
Mb = 5.1 (USGS)

M5.1 North Korea Nuclear Explosion    

06 January 2016 01:30:01
41.29025°N, 129.06741°E
Depth 0 km
Mb = 5.1 (USGS)

M5.3 North Korea Explosion    

09 September 2016 00:30:01
41.28691°N, 129.07832°E
Depth 0 km
Mb = 5.3 (USGS)

*Explosion locations have been refined from initial hypocenters
  using a Joint Hypocentroid Decomposition approach
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ADIZ

Hwangju (launch site in western North Korea) to:
Tokyo 1,250 km; Okinawa 1,350 km;
Beijing 800 km (by Michishita on Google Earth)

2016.10.31
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Defense Ground Environment）�
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Table 1. The 15 countries w
ith the highest m

ilitary expenditure in 2015
Spending fi gures are in U

S$, at current prices and exchange rates. Figures for 
changes are calculated from

 spending fi gures in constant (2014) prices. Figures 
m

ay not add up to displayed totals due to the conventions of rounding. 

R
ank

C
ountry

Spending, 
2015 ($ b.)

C
hange, 

2006–15 
(%

)

W
orld 

share 
2015 (%

)

Spending 
as a 
share of G

D
P 

(%
) b

2015
2014

a
2015

2006

1
1

U
SA

596
-3.9

36
3.3

3.8
2

2
C

hina
[215]

132
[13]

[1.9]
[2.0]

3
4

Saudi A
rabia

87.2
97

5.2
13.7

7.8
4

3
Russia

66.4
91

4.0
5.4

3.5
5

6
U

K
55.5 

-7.2
3.3

2.0
2.2

6
7

India
51.3 

43
3.1

2.3
2.5

7
5

France
50.9

-5.9
3.0

2.1
2.3

8
9

Japan
40.9

-0.5
2.4

1.0
1.0

9
8
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erm

any
39.4

2.8
2.4

1.2
1.3

10
10

South K
orea

36.4
37

2.2
2.6

2.5
11

11
Brazil 

24.6
38

1.5
1.4

1.5
12

12
Italy

23.8
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1.4
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1.7
13

13
A

ustralia
23.6
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1.4

1.9
1.8

14
14
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A

E
c

[22.8]
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[1.4]
[5.7]

[3.2]
15

15
Israel

16.1
2.6

1.0
5.4

7.5

Total top 15
1 350

81

W
orld total

1 676
19
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2.3

2.3

[ ] = SIPR
I estim

ate; G
D

P = gross dom
estic product; U

A
E = U

nited A
rab Em

irates.
a R

ankings for 2014 are based on updated m
ilitary expenditure fi gures for 2014 

in the current edition of the SIPR
I M

ilitary Expenditure D
atabase. They m

ay 
therefore diff er from

 the rankings for 2014 given in the SIPR
I Yearbook 2015 and 

in other SIPR
I publications in 2015. 

b The fi gures for m
ilitary expenditure as a share of gross dom

estic product 
(G

D
P) are based on estim

ates of 2015 G
D

P from
 the International M

onetary Fund 
(IM

F) W
orld Econom

ic O
utlook D

atabase, O
ct. 2015.

c The fi gures for the U
A

E are for 2014, as no data is available for 2015. The per-
centage change is from

 2006 to 2014.
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Conventional Anti-Access Capabilities.  The PLA’s conventional forces are currently capable of striking targets 
w

ell beyond C
hina’s im

m
ediate periphery.  N

ot included are ranges for naval surface- and sub-surface-based 
w

eapons, w
hose em

ploym
ent at distances from

 C
hina w

ould be determ
ined by doctrine and the scenario in w

hich 
they are em

ployed. 



図表Ⅰ-2-3-4 わが国周辺海域における最近の主な中国の活動（航跡はイメージ）
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以下の地域においては、中国海軍艦艇が複数回にわたる航行を実施（2014年以降の活動例）。
①2014年12月（4隻西進）、2015年8月（5隻東進）、宗谷海峡を通過
②2016年2月、ルフ級駆逐艦など4隻が津軽海峡を通過
③2014年12月、大隈海峡を通過し、東シナ海から太平洋に移動した後、宗谷海峡を西航。2015年8月、宗谷海峡を通過し、日本海から太平洋に進出した後、
ベーリング海公海上を航行。その後太平洋を航行し、沖縄本島と宮古島間を通過して東シナ海へ移動。2016年2月、津軽海峡を通過し、日本海から太平洋に
進出した後、大隈海峡を通過して太平洋から東シナ海へ移動
④2015年12月及び2016年2月、情報収集艦1隻が房総半島南東の接続水域の外側の海域を往復航行
⑤2014年6月（3隻西進）及び12月（5隻東進）、2015年12月（3隻東進）、2016年2月（4隻西進）及び3月（2隻東進）、大隅海峡を通過
⑥2014年3月（3隻）、5月（2隻）及び6月（3隻）、2015年2月（2隻）、6月（2隻）、7月（3隻）及び12月（3隻）、2016年4月（3隻が2回）及び6月（5隻）、沖縄本島と宮
古島を抜けて太平洋に進出
⑦2014年3月、沖縄本島南西の太平洋上を3隻の船舶が通過
⑧2014年3月（4隻北東進）、2015年8月（3隻北進）、2016年4月（3隻北進）、与那国島と仲ノ神島の間を通過
⑨尖閣諸島周辺においては2008年12月以降、公船が尖閣諸島周辺の領海に侵入し、2012年9月以降は、公船が断続的に領海に侵入。2015年11月、情報収集艦1
隻が尖閣南方の接続水域の外側の海域で往復航行し、同年12月以降、機関砲らしきものを搭載した公船が繰り返し領海に侵入。2016年6月、フリゲート1隻が尖
閣北方の接続水域へ入域したほか、情報収集艦１隻が尖閣南方の接続水域の外側の海域で往復航行。
上記のほか、2015年3月、ソブレメンヌイ級駆逐艦など2隻が⑩奄美大島と横当島を抜けて南西進。また、2016年6月、中国海軍の情報収集艦1隻が、⑪口永
良部島周辺の領海内を航行後、⑫北大東島北方の接続水域内を航行。さらに、2013年1月、東シナ海においてジャンカイⅠ級フリゲートから海自護衛艦搭載ヘ
リに対する火器管制レーダーの照射が疑われる事案が発生するとともに、同月、東シナ海においてジャンウェイⅡ級フリゲートから海自護衛艦に対する火器
管制レーダーの照射
南シナ海においても、中国の船舶とフィリピン及びベトナムの船舶が対峙する等の事案が発生

図表Ⅰ-2-3-6 わが国周辺空域における最近の中国の活動（航跡はイメージ）
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以下の航空機が飛行
・「Tu-154」情報収集機1機（2日連続、2013年11月）
・「Tu-154」情報収集機1機・「Y-8」情報収集機1機（2013年11月）
・「Tu-154」情報収集機1機（2014年2月）
・「Tu-154」情報収集機1機（2014年3月）

沖縄本島と宮古島を抜けて太平洋へ飛行
・「Y-8」早期警戒機1機（2013年7月）
・「H-6」爆撃機2機（2013年9月）
・「Y-8」早期警戒機2機・「H-6」爆撃機2機（3日連続、2013年
10月）

・「Y-8」情報収集機1機・「H-6」爆撃機2機（2014年3月）
・「Y-8」早期警戒機2機、「Y-9」情報収集機1機、
「H-6」爆撃機2機（6日、7日、10日および11日、2014年12月）
・「Y-9」情報収集機1機（2日連続、2015年2月）
・「H-6」爆撃機２機（2015年5月）
・「Y-9」情報収集機1機、「Y-8」早期警戒機×1、
「H-6」爆撃機2機（2日連続、2015年7月）
・「H-6」爆撃機4機、Tu-154情報収集機1機、
Y-8情報収集機1機（2015年11月※）
・Y-8早期警戒機1機（2016年4月）

「東シナ海防空識別区」内を「Su-30」
戦闘機、「J-11」戦闘機、「KJ-2000」
早期警戒機などが飛行（2013年11
月中国側発表）

2013年11月、「東シナ海
防空識別区」設定を公表

2015年11月※、H-6爆撃機4機及び
Y-8早期警戒機1機が、沖縄本島及び
宮古島近傍における活動を実施

・2012年12月、国家海洋局所属固定翼機が初めて尖
閣諸島の領空を侵犯（2014年3月までの間、同局所
属の固定翼機の領空への接近飛行を複数回確認）

・2016年6月、中国軍用機が尖閣諸島方面に南下飛行

東シナ海及び日本海における飛行
Y-9情報収集機1機、Y-8早期警戒
機1機（2016年1月）

ETOPO1（NOAA）を使用

2014年5月及び6月、東シナ海上空
において「Su-27」戦闘機2機が海自
機及び空自機に異常接近

※同日の活動

尖閣諸島




